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●道内経済の動き�

●平成21年道内企業の年間業況見通し�

●データでみる札幌市（３）�
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最近の道内景気は、厳しい状況となっている。

需要面をみると、公共投資は、国および地方自治体の財政面での制約から減少している。

個人消費は、雇用不安や株価下落等による消費者マインドの冷え込みから弱まっている。設

備投資は、大手製造業の能力増強投資は抑制傾向にあるが、非製造業を中心に堅調に推移し

ている。住宅投資は、需要の弱さから減少傾向にある。

生産活動は需要の減少から低下している。また、雇用情勢は有効求人倍率が低下するなど

やや厳しい状況となっている。企業倒産は、大型倒産の発生もあり、件数、負債総額ともに

大きく増加した。
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①個人消費～厳しい状況

１２月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲７．２％）は、百貨店、スーパーとも

に前年を下回った。

百貨店（前年比▲８．６％）は、冬物衣料品

などが低調で、１８ヶ月連続で前年を下回っ

た。スーパー（同▲６．６％）は、飲食料品は

堅調だったが衣料品や身の回り品などが減少

し、１８ヶ月連続で前年を下回った。

コンビニエンスストア（前年比＋５．３％）

は、８ヶ月連続で前年を上回った。

②住宅投資～需要の弱さから低調

１２月の新設住宅着工戸数は、１，９４６戸（前

年比▲３６．４％）と、３ヶ月連続で前年を下回

った。利用関係別では、持家（同▲９．５％）、

貸家（同▲５０．２％）、分譲（同▲２３．８％）全

てが前年を下回った。

４～１２月の着工戸数累計では、３１，９４０戸

（前年同期比▲９．６％）となり、前年を大きく

下回っている。持ち家（同▲３．９％）、貸家

（同▲８．８％）、分譲（同▲２４．８％）全てが前

年を下回った。

道内経済の動き

― １ ―
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③鉱工業生産～生産は５ヶ月連続で低下

１２月の鉱工業指数は、前年に比べ生産で

は、繊維工業や食料品工業などが上昇したも

のの、鉄鋼業や電気機械工業などが低下し

た。

前月比では▲４．７％、前年比では▲１１．１％

となり、ともに５ヶ月連続で低下した。

④公共投資～低調に推移

１２月の公共工事請負金額は、２６７億円（前

年比▲１４．９％）と３ヶ月連続で前年を下回っ

た。

発注者別では、道（前年比＋１８．６％）と市

町村（同＋１８．６％）は増加したが、国（同

▲３９．９％）は大幅に減少した。

４～１２月までの累計では請負金額７，１７８億

円（前年同期比▲６．２％）と減少基調が続い

ている。

⑤雇用情勢～厳しい動き

１２月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．４１倍となり、前月比では０．０２ポイントの

低下、前年比では０．０８ポイントの低下となっ

た。

新規求人数は、前年比▲５．４％と１０ヶ月連

続で前年を下回った。業種別では医療・福祉

（前年比＋１５．２％）や道外からの大量求人が

あった建設業（同＋１４．１％）などは増加した

が、卸売・小売業（同▲１９．０％）、製造業

（同▲３３．４％）などが減少した。

道内経済の動き

― ２ ―
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⑥来道客数～７ヶ月連続で前年を下回る

１２月の来道客数は、９０２千人（前年比

▲５．２％）と７ヶ月連続で前年を下回った。

４～１２月の累計来道客数は、国内観光需要

の落込みもあり、９，７２５千人（前年同期比

▲３．５％）と前年を下回っている。

⑦貿易動向～輸出・輸入ともに減少

１２月の道内貿易額は、輸出が前年比３３．９％

減の２０９億円、輸入が同２６．８％減の９６４億円と

なった。

輸出は、鉄鋼や一般機械などの減少から２

ヶ月連続で前年を下回った。

輸入は、全体の約４割を占める原油・粗油

などが減少し、２ヶ月連続で前年を下回った。

⑧倒産動向～件数、負債総額ともに増加

１月の企業倒産は、件数は６０件（前年比

＋２０．０％）と前年を上回り、負債総額は大型

倒産の発生もあり６６９億円（同＋７３５．８％）と

前年を大幅に上回った。

業種別では、公共工事削減や住宅需要が落

ち込んでいる建設業が２７件と最も多く、続い

て製造業、小売業（各８件）となった。

平成２０年４月～平成２１年１月までの累計で

は、件数は６２６件（前年同期比＋２７．２％）、負

債総額は２，３８３億円（同＋３３．０％）とともに

大幅に前年を上回っている。

道内経済の動き

― ３ ―
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＜図1-1＞道内企業の年間業況の推移�
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１．平成２０年実績

１９年に比べ売上DI（△２４）は３ポイ

ント、利益DI（△３５）は７ポイントと

それぞれ２年連続で低下した。

２．平成２１年見通し

利益DI（△３５）は横ばいにとどまる

が売上DI（△３５）は１１ポイント低下が

見込まれ、先行きに警戒感が強い。

３．先行きの懸念材料

企業が２１年の業況見通しを考慮するに

あたり、懸念される材料を聞いた。「原油

価格の上昇」（６５％）が最多となったが、

前年に比べ１３ポイント低下した。続く

「個人消費の動向」（６２％）は６割を超

え、「公共投資の動向」（５０％）も半数に

達した。

特別調査

年間業況見通しに強い警戒感
平成２１年道内企業の年間業況見通し

要 約

― ４ ―― ４ ―
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調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。
調査方法
調査票を配布し、郵送により直接回収。
調査内容
平成２１年道内企業の年間業況見通し
判断時点
平成２１年１月下旬
本文中の略称
� 増加（好転）企業

前年に比べ良いとみる企業
� 不変企業

前年に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業

前年に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ

「増加企業の割合」―「減少企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

〈表１〉業種別の要点

要点（平成２１年見通し）

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ

１９年 ２０年 ２１年
見通し

１９年 ２０年 ２１年
見通し

全産業 売上の先行き警戒感強まる △２１ △２４ △３５ △２８ △３５ △３５

製造業 横ばい圏内で推移見込み △１１ △２０ △２３ △２４ △２９ △２９

食料品 製菓業の堅調続く １５ ０ ０ ２ △１０ △２

木材・木製品 住宅着工の減少が響く △３０ △４２ △５０ △３９ △３８ △５８

鉄鋼・金属製品・機械 設備投資減少で低水準 △２１ △３５ △３６ △２０ △２８ △３１

非製造業 卸・小売業で売上は大幅低下見込み △２４ △２５ △３９ △２９ △３７ △３８

建設業 官・民工事とも低水準 △３０ △３７ △３７ △４３ △４８ △４４

卸売業 建設関連が不振 △２１ △８ △４３ △２０ △２６ △４０

小売業 個人消費が冷え込む △７ △１１ △４８ △１９ △３１ △３１

運輸業 燃料価格が落ち着き、利益はやや上昇 △２６ △６ △１５ △１８ △２４ △１２

ホテル・旅館業 持ち直すが低水準 △６３ △６５ △５７ △３２ △６４ △３６

企業数 構成比 地 域
全 道 ４４８ １００．０％
札幌市 １６０ ３５．７ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各支庁、空知支庁南部道 央 ９８ ２１．９
道 南 ３６ ８．０ 渡島・檜山の各支庁
道 北 ５９ １３．２ 上川・留萌・宗谷の各支庁、空知支庁北部
道 東 ９５ ２１．２ 釧路・十勝・根室・網走の各支庁

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ８００ ４４８ ５６．０％
製 造 業 ２２０ １２８ ５８．２
食 料 品 ７５ ４１ ５４．７
木 材 ・ 木 製 品 ３５ ２４ ６８．６
鉄鋼・金属製品・機械 ５０ ３１ ６２．０
そ の 他 の 製 造 業 ６０ ３２ ５３．３
非 製 造 業 ５８０ ３２０ ５５．２
建 設 業 １８０ １０３ ５７．２
卸 売 業 １００ ６１ ６１．０
小 売 業 １２０ ６１ ５０．８
運 輸 業 ７０ ３３ ４７．１
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３０ ２３ ７６．７
その他の非製造業 ８０ ３９ ４８．８

調 査 要 項

特別調査

― ５ ―― ５ ―
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食料品製造業� 建設業�
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＜図1ｰ2＞道内企業の年間業況の推移（業種別）�
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〈表２〉売上・販売面で重視する項目（上位５項目）の要点

項 目 前年比 要 点

�顧客ニーズの的確な把握
（６４％） ＋５ 食料品製造業を除く９業種でトップ。

�人材の育成・強化（５４％） △５ 木材・木製品を除く９業種で低下したが、全業種でウエイト高い。

�同業他社の商品、サービス
との差別化（４４％） ＋４ 食料品製造業（５１％）、小売業（５６％）など８業種で上昇。

�営業方法の見直し（４４％） ＋３ 建設業（６０％）、卸売業（５５％）などでウエイト大。

�価格体系の見直し（３２％） △５ 製造業（３５％）で１３ポイント、非製造業（３１％）で２ポイントそれぞ
れ低下。

〈表３〉先行きの懸念材料（上位５項目）の要点

項 目 前年比 要 点

�原油価格の動向（６５％） △１３ 全業種で低下したものの、引き続き影響大。

�個人消費の動向（６２％） ＋１３ 食料品製造業、ホテル・旅館業で９割台。

�公共投資の動向（５０％） ＋１ 建設業（８０％）、鉄鋼・金属製品・機械製造業（６３％）でウエイト
大。

�金融機関の融資姿勢
（４５％） ＋２１ 全業種で上昇。建設業、運輸業で５割台。

�アメリカ経済の動向
（３８％） ＋２１ 全業種で上昇。特に食料品製造業（６３％）でウエイト大。
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館

その他の
非製造業

�顧客ニーズの的確な把
握

①
６４
（５９）

①
６１
（４９）

②
５６
（４２）

①
５４
（５７）

①
６３
（４４）

①
６９
（５８）

①
６５
（６３）

①
５８
（６３）

①
６８
（６１）

①
６６
（６４）

①
６１
（５８）

①
９１
（８４）

①
６４
（５６）

�人材の育成・強化
②
５４
（５９）

②
５０
（５７）

４６
（５６）

①
５４
（５２）

②
６０
（７１）

③
４１
（４５）

②
５６
（６０）

③
４９
（５５）

②
６５
（６６）

②
６１
（６４）

②
４６
（５０）

③
５０
（５３）

②
６２
（７１）

�同業他社の商品、サー
ビスとの差別化

③
４４
（４０）

４４
（３３）

③
５１
（３７）

③
３８
（３５）

３３
（２７）

②
５０
（３６）

４４
（４３）

３３
（３８）

４０
（３９）

③
５６
（５１）

３３
（４２）

②
５５
（５３）

③
５９
（４４）

�営業方法の見直し
③
４４
（４１）

３５
（３４）

２２
（２２）

②
４６
（３９）

③
４３
（４４）

３８
（３６）

③
４７
（４４）

②
６０
（５５）

③
５５
（４８）

２８
（３９）

③
４２
（４２）

４６
（３２）

３３
（２４）

�価格体系の見直し ３２
（３７）

３５
（４８）

３９
（５１）

３３
（４４）

３３
（４７）

３４
（４８）

３１
（３３）

２６
（３０）

３５
（３６）

３８
（３６）

３６
（４７）

２３
（３７）

２８
（２０）

�新商品（サービス）の
開発 ２９

（２５）

③
４５
（３６）

①
７１
（７１）

２５
（９）

３７
（２４）

３４
（２６）

２２
（２１）

１２
（９）

３８
（３８）

２３
（２４）

３
（５）

４１
（２６）

２８
（３３）

�IT（ホームページ）の
活用 １４

（１５）
１３
（１３）

２０
（２２）

１３
（－）

３
（９）

１３
（１６）

１４
（１６）

８
（１２）

１７
（１６）

１３
（１５）

９
（８）

４６
（５３）

１５
（１８）

�他社との業務提携 １３
（１５）

９
（１２）

２
（２）

４
（４）

７
（１５）

２２
（２６）

１５
（１６）

２３
（２２）

１２
（１５）

１０
（１０）

１５
（２１）

－
（－）

１８
（１３）

	新たな事業への参入 ９
（１４）

７
（１１）

－
（７）

４
（９）

１３
（１５）

１３
（１３）

１０
（１５）

１４
（１７）

８
（１６）

７
（１３）

９
（８）

－
（５）

１５
（２０）


その他 ２
（１）

３
（３）

－
（－）

４
（４）

３
（－）

６
（１０）

２
（１）

３
（２）

－
（－）

２
（－）

－
（－）

－
（－）

５
（－）

〈表４〉売上・販売面で重視する項目（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年調査
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〈表５〉先行きの懸念材料（複数回答）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�原油価格の動向
①
６５
（７８）

①
６６
（８６）

②
６８
（８５）

②
５７
（８３）

③
６０
（８２）

①
７８
（９４）

①
６５
（７４）

５０
（６４）

②
６７
（７５）

②
６９
（７２）

①
９７
（１００）

②
７８
（９４）

②
５９
（７５）

�個人消費の動向
②
６２
（４９）

②
６４
（５１）

①
９３
（８３）

②
５７
（４４）

４０
（２１）

②
５６
（４８）

②
６１
（４８）

３５
（２６）

①
７１
（５２）

①
８５
（７８）

③
５０
（４１）

①
９１
（９４）

①
６４
（３９）

�公共投資の動向
③
５０
（４９）

４１
（４１）

１５
（７）

③
５２
（４８）

②
６３
（７１）

４４
（４８）

③
５３
（５２）

①
８０
（８５）

③
４６
（５０）

２８
（２７）

４１
（３２）

３９
（１７）

③
５４
（４１）

�金融機関の融資姿勢 ４５
（２４）

③
４８
（２５）

４８
（２０）

４８
（３９）

４７
（２４）

③
５０
（２３）

４４
（２４）

③
５２
（３２）

４３
（２０）

３０
（１７）

②
５３
（２４）

３９
（２２）

３９
（２３）

�アメリカ経済の動向 ３８
（１７）

４７
（２９）

③
６３
（３７）

４４
（３９）

３０
（２１）

４７
（１９）

３５
（１２）

２８
（１０）

３６
（１２）

３８
（２０）

４１
（８）

２２
（６）

４６
（１４）

�物価の動向 ３４
（３２）

３５
（３５）

５０
（４４）

２２
（２２）

２７
（２９）

３４
（３９）

３４
（３１）

３０
（３０）

３１
（４３）

③
４４
（３７）

１６
（１４）

③
６５
（２８）

２６
（２７）

�民間設備投資の動向 ３３
（３２）

３３
（２４）

１０
（２）

１７
（１３）

①
７０
（５６）

３８
（２６）

３３
（３５）

②
５６
（５８）

３０
（３３）

１５
（２１）

２８
（１９）

２２
（１１）

１８
（２３）

�株価の動向 ３０
（１２）

３３
（１２）

３５
（１０）

３０
（９）

２７
（１５）

３８
（１６）

３０
（１１）

２９
（１４）

３９
（８）

２５
（１０）

１６
（３）

３０
（１１）

３３
（１８）

	住宅着工の動向 ３０
（３０）

３０
（３０）

８
（２）

①
９６
（８７）

１３
（３２）

２８
（２３）

２９
（３０）

４２
（４７）

２５
（３３）

２６
（２４）

３１
（１９）

９
（－）

１８
（１１）


金利の動向 ３０
（４０）

２８
（４１）

３８
（３４）

１７
（３９）

２０
（４７）

３１
（４５）

３０
（４０）

３３
（４１）

③
４６
（５０）

２５
（３８）

１９
（２７）

９
（１１）

２８
（４６）

�為替の動向 ２５
（１３）

３４
（１９）

３８
（２０）

３９
（３５）

２０
（９）

４１
（１６）

２２
（１１）

１０
（８）

３３
（１７）

３０
（１８）

１６
（３）

３５
（－）

２１
（９）

�雇用の動向 ２２
（１７）

２０
（１５）

３３
（２４）

１７
（１３）

１０
（９）

１６
（１０）

２３
（１７）

１５
（１４）

１８
（１５）

３８
（２１）

１９
（１９）

１７
（２８）

３６
（１８）

政局の動向 ２２
（１５）

２１
（１０）

２０
（２）

３０
（１３）

１３
（１２）

２２
（１６）

２２
（１７）

３１
（２４）

１８
（１０）

１６
（１７）

１３
（８）

３０
（１７）

１５
（１８）

�国と地方の財政改革
の動向 １９

（１９）
１６
（１２）

１０
（７）

１７
（１３）

１０
（１５）

２８
（１３）

２１
（２２）

３６
（４１）

１３
（２０）

８
（１０）

１６
（５）

１３
（１１）

２１
（１４）

�中国経済の動向 １９
（１９）

２６
（３２）

２８
（３２）

３０
（４８）

２０
（２１）

２８
（３２）

１６
（１４）

８
（１０）

２３
（２０）

１８
（１３）

６
（１１）

１７
（２８）

３３
（１４）

�社会保障費の増加 １６
（２２）

１６
（１９）

２３
（２９）

３０
（１７）

７
（１８）

６
（１０）

１５
（２３）

８
（２１）

１０
（２５）

２６
（２３）

１９
（２４）

１７
（２８）

２３
（２１）

�税制改正の動向 １３
（１５）

１４
（１４）

１５
（１２）

９
（４）

１３
（２１）

１６
（１６）

１３
（１６）

１０
（１８）

１０
（１２）

１６
（１６）

２２
（２４）

９
（１１）

１８
（１１）

�規制緩和の動向 １０
（１３）

７
（９）

５
（５）

－
（４）

１０
（６）

１３
（１９）

１１
（１５）

７
（１１）

１０
（２２）

１０
（４）

２８
（４６）

－
（－）

１５
（１１）

�地価の動向 ８
（８）

６
（５）

３
（－）

１３
（９）

３
（３）

６
（１０）

９
（９）

１５
（１８）

７
（７）

７
（４）

－
（－）

４
（－）

１３
（５）

�EPA（経済連携協定）
の動向 ３

（４）
６
（５）

５
（５）

－
（－）

１３
（９）

３
（７）

３
（４）

１
（１）

７
（１０）

３
（１）

－
（３）

－
（－）

３
（９）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年調査

特別調査

― １２ ―― １２ ―
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アメリカのサブプライムローン問題に端を発する金融危機が世界各国に波及し、その余波

が北海道にも押し寄せてきています。今回調査した年間業況見通しでは、景気後退から個人

消費の冷え込みを懸念する声が多く寄せられました。一方、原油価格が下落に転じたことか

ら原材料価格に落ち着きがみられることは好材料です。また、「食の安全・安心」が注目さ

れていることも追い風になっています。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

Ⅰ．年間業況見通しと重視項目

＜水産加工業＞ 生活防衛意識が強く、個人

消費は相当落ち込むことが予想される。小売

業者と連携し、販売方法について細かな対応

をしなければならない。

＜水産加工業＞ 重油価格の値下がりは非常

に助かる。ロシア産のカニの輸入がスムーズ

であれば、例年並みの仕事はできる。

＜製菓業＞ 道内はもとより、首都圏でも売

上が減少している。唯一前年度を上回ってい

る道外百貨店が開催する「北海道物産展」へ

の取り組みを強化したい。

＜清酒製造業＞ 資材価格の高騰及び汚染米

や異物混入事件など、懸念材料が山積してい

る。対策としては、①「安心・安全・おいし

い」の提供できる会社作り、②海外市場進出

へのチャレンジ、③首都圏での新規取引先開

拓、④売上に連動した人員・経費の見直し、

などを考えている。

＜製材業＞ 小さなパイの中で生き残れるよ

うに、フットワークを存分に発揮して、多品

種少ロット商いに徹したい。

＜非鉄金属精錬業＞ 最近の原油価格低下は

好材料であるが、原材料価格は高止まりのま

まであり、業況の見通しは引き続き厳しい。

＜印刷業＞ 道内市場は利益が出にくくなっ

ているため、東京市場を開拓する。取引先の

見直しや与信管理を厳しくする。

＜製本業＞ 一般客からの小口の注文にも幅

広く対応するなど、従来とは違うサービスを

開始したい。

＜型枠工事業＞ 工事量は多いが、取引先か

らの単価引き下げ要請で利益確保が難しい。

＜農産物卸売業＞ 依然として個人消費が減

少し、売上増は望めない。低価格志向が強い

量販店への販売を減らし、当社本来の「安全

安心」商品を幅広く販売したい。

＜めがね店＞ 人員を削減して少数精鋭に徹

する。不採算店の見直しと仕入れ商品の厳選

に力を入れる。

＜作業用品店＞ 縮小する市場の中でいかに

シェアを高めるかが重要である。競争力のあ

る自社企画商品をネット販売などにより全国

規模で拡販できれば、増収増益は可能である。

経営のポイント

注目される「食の安全・安心」
〈企業の生の声〉

― １３ ―
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＜燃料店＞ 毎週のように原油価格が変わ

り、いくらで売ったらいいのかわからない。

高いときに買った顧客からクレームがきてい

る。暖冬のため販売量も少なく先行きが不安

である。

＜寝具店＞ 創業４０年余りになるが、人口も

同業者も半減した。それでも、町の一番店に

なれば生き残りは可能である。店舗も商品数

も、売上に対し過剰であるが、高級品の販売

等、一番店でなければ出来ない仕事をがんば

りたい。

＜家具店＞ 製造業や観光業は円高のデメリ

ットで一層厳しさが予想される。しかしいず

れ、円高メリットが働き底堅さを支えると考

える。

＜運輸業＞ 運賃交渉を通じ顧客の信頼を高

め、さらには運輸業界の社会的地位を高めて

いく。それが、長期的に見ると生き残るため

の最重要事項の一つだと考える。

＜農産物運輸業＞ 中小企業の経営がますま

す厳しくなり、それに伴う輸送も減少すると

思われる。共同配送や札幌圏を中心とした営

業拡大により、増収を図る。

＜観光ホテル＞ 一番初めに財布の紐を閉め

られる業種なので、家計の所得減の影響をま

ともに受ける。

＜マンション分譲＞ 同業他社と比較すると

在庫は少ないが、新企画の商品にシフトして

いくためには手持ち在庫の更なる圧縮が必要

である。

Ⅱ．平成２１年の懸念材料など

＜食肉加工業＞ 個人消費や、資金調達にお

ける金利の動向は大変気になる。原油価格の

動向は工場を稼動する上で必要不可欠なこと

から、注視したい。

＜清酒製造業＞ 素材価格の高騰により原価

が３割以上アップしているが、飲酒人口の減

少などもあり、値上がり分を販売価格に転嫁

できない。

＜合板製造業＞ 住宅着工（リフォーム含む）

件数で業績が左右される。また、原油価格は

接着剤の価格や運賃に大きく影響する。

＜農業資材製造業＞ オーストラリアとの

EPA（経済連携協定）の動向次第では道内農

業に大きな影響を及ぼし、国内自給率５０％の

達成も困難になる可能性もある。

＜船舶用機械製造業＞ 円高の影響で、欧州

・韓国向け商品のキャンセルや代金回収遅延

が出ている。

＜サッシ工事業＞ 建設業は受注産業のた

め、仕事量が減少すると単価も下がるという

非常に悪い状況になる。メーカーと一体とな

ってこの難局を乗り切りたい。

＜マンション分譲＞ 顧客の多くが住宅ロー

ンを利用しており、その返済には安定した収

入の持続が大前提であるが、金融危機により

企業の多くが雇用調整を行う姿勢を強めてい

る。これが見込み客を不安にさせ、購買意欲

の減退につながっている。

経営のポイント

― １４ ―
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＜靴卸売業＞ 景気後退の報道により、さら

に消費マインドが冷え込む。心理不安を取り

除くため政官民あげて行動すべきと考える。

＜建材卸売業＞ 昨年度はガソリン価格の上

昇により広域展開を抑えていたが、今年度は

ニセコ地区の建築も減ると思われるので、営

業範囲を広げたい。

＜コンビニエンスストア＞ パート・アルバ

イトにいかに責任のある仕事をさせるかが大

きなポイントになる。学生アルバイトは教育

しやすい。

＜材木店＞ 家を買う気分になるには雇用の

安定が重要である。未来に夢が持てるように

ならないと、とても住宅関連業種にお金は落

ちない。

＜観光ホテル＞ 観光産業は平和産業であ

り、先行き不透明感があるとすぐに影響を受

ける。最近では国際情勢の変化や、食品異物

混入などの事件もあり観光客が減少した。

＜都市ホテル＞ 円高・アジア通貨安の影響

で、観光客が激減した。

経営のポイント

― １５ ―
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はじめに

調査レポート２００９年１月号および２月号では、札幌市を「人口」「産業」の面から分析し、北海

道においては、人と産業の札幌集中が進んでおり、札幌市の役割がますます大きくなっているこ

とに触れた。

しかし、昨年１１月に内閣府が発表した「地域経済動向」調査によると、北海道の景況判断は東

北と並んで全国最低レベルとなっており、特に個人消費の動きが弱い点が顕著である。では札幌

市の景況はどうであろうか。

シリーズ最終回となる本号では、「景気」や「生活」に関するデータから、札幌市の現状を考えてみる。

１．札幌市および全道の業況判断指数（DI※）推移

・売上DI・利益DIはともに、平成１８年後半から平成１９年前半をピークとして下降局面にあり、

全道はもとより、札幌においても景気は悪化している。

・札幌市内の利益DIは総じて全道の水準を上回ってきたが、近年の落ち込み幅は大きく、平成

２０年前半には全道の水準以下となった。（なお直近では低水準ながら全道を上回った。）

・また札幌市内の売上DIは、アメリカの金融不安が表面化した平成２０年後半に、平成１３年以降

で最大となる落ち込み幅を記録しており、昨今の景気悪化の深刻さを物語っている。

・売上DI悪化の原因は、景気後退により消費マインドが冷え込み、消費量が減っていることに

加え、安い商品へのニーズが強まっていること、および原油価格等の下落によって商品単価も

ダウンしていることなどが挙げられる。

※DIとは企業の景況感を判断する指数であり、「前年同期に比べ状況が良いとみる企業の割合」－「前年同期に比べ状
況が悪いとみる企業の割合」によって求めたもの。

レポート

データでみる札幌市（３）

（当行調べ）
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レポート

― １７ ―

２．札幌市内の大型小売店販売額推移

・市内の大型小売店販売額をみ

ると、平成１１年頃まで増加基

調であったが、同年をピーク

として減少に転じ、近年は

５，０００億円強で横這い傾向に

ある。

・その内容をみると、平成元年

当時は百貨店販売額が約６

割、スーパーが約４割であっ

たのに対し、平成１１年ごろに

は同率となり、さらに直近で

は百貨店が４割、スーパーが

６割というように販売シェアが逆転している。

・実際平成２１年に入り、百貨店の閉店や法的整理の申し立て、撤退等が話題にのぼるなど、札幌

市内の百貨店は大きな変革期にある。

・また売り場面積あたりの販売額をみると下降の一途をたどっており、直近ではピークの平成３

年と比較して４０％以上の減少となっている。

・これらの主因は大型総合スーパーの進出や既存各店の増床によると考えられる。一方、売り場

面積の小さい小売店は苦戦を強いられている。

３．札幌市内の新設住宅着工推移と道内シェア

・市内の住宅着工は平成１０年を

ボトムとして近年は微増傾向

であった。この着工戸数増加

を牽引してきたのは「貸家」

の建設である。

・しかし平成１９年には改正建築

基準法の影響もあって着工戸

数が大きく落込んだほか、平

成２０年も景気低迷の影響で前

年比１割程度の減少となる見

込みである。

・一方、道内の住宅着工におけ

る札幌のシェアは高まっており、現在は約５割となっている。

（出典：経済産業省「商業動態統計調査」）

（出典：国土交通省「建築着工統計調査」）
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レポート

― １８ ―

４．札幌市内の倒産件数推移と道内シェア

・札幌市内の倒産件数は近年漸

減傾向であったが、景況が悪

化した平成１９年から増加に転

じ、サブプライム問題に端を

発する世界同時不況が顕在化

した平成２０年には、建設業、

卸小売業を中心に大幅に増加

した。

・業種別にみると、公共工事削

減の影響を受けている「建設

業」、個人消費低迷と競争激

化の影響を受けている「卸小

売業」の倒産件数が多い。

・また道内全域の倒産件数に占める札幌のシェアをみると４０％前後となっている。札幌の事業所

数の道内シェアが約３０％であることを考えると、札幌市内の倒産比率は道内他地域比で高くな

っている。

５．札幌市のブランドイメージ

・札幌市は全国の都市の中で３年

連続して、最も「魅力的な街」

に選ばれている。

・特に「観光意欲」「食品購入意

欲」がイメージを牽引してい

る。したがって、札幌の強みで

ある「食品加工」をより強化す

ることは、ブランドイメージの

面からも重要な施策である。

・また平成２０年の調査では「居住

意欲」も全国３位にランクイン

するなど、住みたい街としても認知されつつある。このことは、本州居住者の移住先としての

ポテンシャルを示すものでもある。

・人口減少が全国でも急激に進む北海道にとって、移住による人口増加や交流人口の増加を図る

ことは重要な施策のひとつである。そのためには、冬場の高速交通の確保や札幌と道内他地域

のアクセス改善など、インフラ整備が必要となる。

・昨年、北海道新幹線の札幌～長万部間が建設される見通しとなった。しかし着工の認可時期や

第１位 第２位 第３位

魅力度
H２０ 札幌市 函館市 京都市
H１９ 札幌市 京都市 横浜市
H１８ 札幌市 神戸市 函館市

居住意欲
H２０ 横浜市 鎌倉市 札幌市
H１９ 横浜市 鎌倉市 神戸市
H１８ 横浜市 神戸市 鎌倉市

観光意欲
H２０ 札幌市 函館市 小樽市
H１９ 札幌市 函館市 京都市
H１８ 札幌市 函館市 富良野市

産品購入意欲
（食品）

H２０ 札幌市 夕張市 函館市
H１９ 夕張市 札幌市 仙台市
H１８ 札幌市 函館市 沖縄市

（出典：東京商工リサーチ）

（出典：㈱ブランド総合研究所「地域ブランド調査」）
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レポート

― １９ ―

整備方法は未定である。また新函館～長万部間については、着工の見通しも立っていない。札

幌と本州各地をスムーズに結び、移住による人口増加や交流人口の増加を図るためには、北海

道新幹線がフル規格によって、早期に全線開通することが望まれる。

・また札幌から道内各地を結ぶ高速道路網の整備も必要となろう。

おわりに

北海道の経済は低迷を続けており、人口の減少や公共工事の減少など、取り巻く環境も厳しさ

を増している。また本稿で触れた通り、「景気」の各データを見ると札幌も例外ではない。

しかしこういった中で道内経済を立て直していくためには、人口や産業が集中している札幌の

占める役割が大きい。北海道には「食」「観光」の分野で優位性があり、札幌にはこれらの分野を

リードする役割がある。特に農商工連携や札幌を起点とした面での観光など、他地域との有機的

な連携をいかにして進めていくかという点が今後はさらに重要となるだろう。
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１６年度 １０１．０ ０．１ ９９．１ ３．９ ９９．５ ０．１ ９８．８ ３．６ ９７．５ △１．６ ９４．６ ２．９
１７年度 １００．９ △０．１ １００．７ １．６ １００．４ ０．９ １０１．０ ２．２ ９５．６ △１．９ ９７．０ ２．５
１８年度 １０３．９ ３．０ １０５．３ ４．６ １０４．７ ４．３ １０５．３ ４．３ １０４．４ ９．２ ９８．６ １．６
１９年度 １０４．５ ０．６ １０８．０ ２．６ １０４．４ △０．３ １０８．６ ３．１ １０１．８ △２．５ １００．７ ２．１

１９年１０～１２月 １０３．１ △０．５ １０９．２ ３．３ １０３．０ △１．１ １０９．９ ４．４ １０３．１ △２．５ １０５．５ １．３
２０年１～３月 １０７．７ ２．２ １０８．４ ２．３ １０８．７ ３．０ １０９．４ ３．１ １０３．９ ０．１ １０５．５ ２．１

４～６月 １０５．２ １．２ １０７．５ １．０ １０７．５ ３．９ １０８．４ １．２ ９９．９ ２．３ １０５．９ ２．７
７～９月 １０３．８ １．０ １０６．１ △１．４ １０３．３ １．４ １０６．４ △１．４ １０３．２ ２．３ １０７．６ ３．２
１０～１２月 ｐ９４．０ △９．０ ｐ９３．５ △１４．７ ｐ９６．９ △６．４ ｐ９３．９ △１５．０ ｐ１０３．１ ０．０ ｐ１１０．５ ４．７

１９年 １２月 １０３．２ △２．６ １０９．１ １．５ １０３．５ △２．５ １１０．６ ３．３ １０３．１ △２．５ １０５．５ １．３
２０年 １月 １０９．１ ３．３ １０８．５ ２．９ １０８．８ ４．０ １１０．０ ３．９ １０５．４ △２．７ １０５．３ １．９

２月 １０９．１ ５．０ １１０．２ ５．１ １１１．９ ８．０ １１１．３ ５．８ １０３．０ △２．４ １０５．４ ２．３
３月 １０５．０ △１．２ １０６．５ △０．７ １０５．５ △２．２ １０７．０ ０．１ １０３．９ ０．１ １０５．５ ２．１
４月 １０４．７ ０．７ １０６．３ １．９ １０７．０ １．５ １０８．０ ２．８ ９９．４ △２．７ １０４．２ １．０
５月 １０５．２ ０．６ １０９．３ １．１ １０６．３ ２．８ １１０．２ １．７ ９９．２ △０．６ １０４．７ １．５
６月 １０５．６ ２．２ １０６．９ ０．０ １０９．１ ７．４ １０６．９ △０．６ ９９．９ ２．３ １０５．９ ２．７
７月 １０７．４ ４．８ １０８．３ ２．４ １０８．７ ８．８ １０８．９ ３．１ １０２．０ ４．０ １０５．８ ２．２
８月 １０３．８ △１．１ １０４．５ △６．９ １０１．１ △２．９ １０４．９ △６．８ １０３．２ ４．３ １０５．５ １．７
９月 １００．２ △０．８ １０５．６ ０．２ １００．０ △１．４ １０５．３ △０．６ １０３．２ ２．３ １０７．６ ３．２
１０月 ９７．４ △５．２ １０２．３ △７．１ １００．３ △２．５ １０２．１ △７．３ １０１．８ ０．０ １０９．５ ４．４
１１月 ｒ９４．５ △１１．１ ｒ９３．６ △１６．６ ｒ９７．２ △８．１ ｒ９３．５ △１７．０ ｒ１０１．８ △１．６ ｒ１１０．４ ４．３
１２月 ｐ９０．１ △１１．１ ｐ８４．６ △２０．６ ｐ９３．１ △８．７ ｐ８６．０ △２０．５ ｐ１０３．１ ０．０ ｐ１１０．５ ４．７

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度、前年同月比は原数値による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１６年度 １，００６，３２５ △４．８ ２１３，８００ △４．０ ３６１，９０５ △４．８ ８７，８３２ △３．２ ６４４，４１９ △４．８ １２５，９６９ △４．５
１７年度 ９８７，７３３ △３．０ ２１２，５７５ △１．７ ３５０，７４６ △１．８ ８７，５８７ ０．３ ６３６，９８７ △３．７ １２４，９８９ △３．２
１８年度 ９８３，６５６ △１．６ ２１１，７４５ △０．９ ３３０，５１２ △２．６ ８６，１０８ △０．８ ６５３，１４４ △１．１ １２５，６３７ △１．０
１９年度 ９５４，８０５ △２．６ ２１２，５５７ △１．０ ３０９，９４７ △３．５ ８４，２９１ △０．８ ６４４，８５７ △２．１ １２８，２６６ △１．１

１９年１０～１２月 ２６０，９２７ △２．７ ５７，９６０ △１．０ ８７，４１０ △３．９ ２４，０１９ △１．１ １７３，５１７ △２．２ ３３，９４１ △０．９
２０年１～３月 ２３０，４１９ △２．９ ５２，０４１ △０．３ ７４，７６６ △３．３ ２０，４６２ △０．９ １５５，６５３ △２．８ ３１，５７８ ０．１

４～６月 ２２３，６３４ △５．５ ５０，６７１ △２．７ ６７，５５３ △７．０ １９，２２８ △４．４ １５６，０８１ △４．８ ３１，４４４ △１．６
７～９月 ２２３，５９７ △４．４ ５０，７８３ △２．０ ６９，９４５ △３．０ １９，０１４ △３．２ １５３，６５２ △５．１ ３１，７６９ △１．３
１０～１２月 ｐ２５６，３３５ △５．９ ｐ５６，０１１ △４．７ ｐ７９，０７８△７．４ ｐ２２，０８４ △７．８ ｐ１７７，２５７ △５．１ ｐ３３，９２７ △２．５

１９年 １２月 １０５，２０２ △１．９ ２２，６７５ △１．５ ３５，０６６ △４．６ ９，５９２ △２．２ ７０，１３７ △０．５ １３，０８３ △１．０
２０年 １月 ８０，１９４ △４．８ １８，７９９ △２．０ ２６，２８０ △３．８ ７，３９９ △２．１ ５３，９１４ △５．３ １１，４００ △２．０

２月 ６７，８９０ △２．８ １５，５３９ １．２ ２０，９１４ △３．６ ５，８３３ １．０ ４６，９７６ △２．５ ９，７０６ １．４
３月 ８２，３３５ △１．２ １７，７０３ ０．２ ２７，５７１ △２．６ ７，２３１ △１．２ ５４，７６３ △０．４ １０，４７２ １．３
４月 ７４，８５６ △５．３ １６，８１２ △２．２ ２２，７３５ △５．８ ６，３８１ △３．４ ５２，１２１ △５．０ １０，４３１ △１．５
５月 ７４，７９７ △４．７ １６，９５１ △２．０ ２２，４９１ △５．１ ６，４０５ △２．５ ５２，３０５ △４．５ １０，５４６ △１．７
６月 ７３，９８２ △６．５ １６，９０８ △４．０ ２２，３２７ △９．９ ６，４４２ △７．３ ５１，６５５ △４．９ １０，４６６ △１．７
７月 ７８，５７５ △３．０ １８，６６１ △０．７ ２５，９４０ △２．２ ７，７１６ △２．３ ５２，６３５ △３．４ １０，９４５ ０．５
８月 ７４，８９５ △３．７ １６，５３１ △２．２ ２１，７８８ △１．４ ５，５６７ △２．９ ５３，１０７ △４．６ １０，９６４ △１．８
９月 ７０，１２６ △６．８ １５，５９１ △３．３ ２２，２１８ △５．４ ５，７３１ △４．６ ４７，９０９ △７．５ ９，８５９ △２．５
１０月 ７４，９６５ △６．１ １６，６６８ △４．３ ２３，０９１ △７．４ ６，３６９ △６．９ ５１，８７４ △５．４ １０，２９９ △２．６
１１月 ｒ７９，２３２ △３．８ ｒ１７，８０５ △３．１ ｒ２４，２３５ △５．９ ｒ７，０５８ △６．４ ｒ５４，９９７ △２．７ ｒ１０，７４７ △０．７
１２月 ｐ１０２，１３８ △７．２ ｐ２１，５３８ △６．３ ｐ３１，７５２ △８．６ ｐ８，６５８ △９．６ ｐ７０，３８６ △６．６ ｐ１２，８８０ △３．９

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２０ ―
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年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１７年＝１００
前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１６年度 ４２１，０４５ △１．１ ７２，９７３ △０．８ １００．０ ０．３ １００．２ △０．１ １０７．４９ １１，６６９
１７年度 ４１６，６１１ △２．９ ７３，７２４ △２．５ １００．１ ０．２ １００．０ △０．１ １１３．２６ １７，０６０
１８年度 ４１４，９２１ △１．７ ７４，２１１ △２．０ １００．５ ０．２ １００．２ △０．１ １１６．６４ １７，２８８
１９年度 ４０８，２９２ △１．７ ７５，１６１ △１．０ １０１．１ ０．２ １００．６ △０．１ １１４．２０ １２，５２６

１９年１０～１２月 １０３，６８０ △２．２ １８，９８６ △１．０ １０１．６ ０．９ １００．８ ０．５ １１３．１０ １５，３０８
２０年１～３月 ９３，８３２ △１．５ １７，７９８ △０．９ １０１．８ １．８ １００．７ １．０ １０５．２０ １２，５２６

４～６月 １０５，０６８ ４．１ １９，２２４ ２．５ １０２．８ ２．４ １０１．６ １．４ １０４．５１ １３，４８１
７～９月 １１６，１６８ ５．０ ２１，７３１ ７．６ １０４．３ ３．６ １０２．６ ２．２ １０７．６１ １１，２６０
１０～１２月 １０９，９９８ ５．３ ２０，６７４ ６．９ １０２．４ ０．８ １０１．９ １．０ ９６．１４ ８，８６０

１９年 １２月 ３５，８０７ △２．８ ６，５７８ △１．３ １０２．１ １．４ １００．９ ０．７ １１２．３４ １５，３０８
２０年 １月 ３１，２１４ △２．６ ５，８４１ △１．６ １０１．９ １．４ １００．７ ０．７ １０７．６６ １３，５９２

２月 ３０，００８ △０．９ ５，６５５ △０．５ １０１．５ １．８ １００．５ １．０ １０７．１６ １３，６０３
３月 ３２，６１０ △１．１ ６，３０１ △０．６ １０２．１ ２．３ １０１．０ １．２ １００．７９ １２，５２６
４月 ３２，０３４ △０．２ ６，１１８ △０．２ １０１．７ １．５ １００．９ ０．８ １０２．４９ １３，８５０
５月 ３６，７６３ ８．５ ６，５５３ ３．５ １０２．９ ２．３ １０１．７ １．３ １０４．１４ １４，３３９
６月 ３６，２７１ ３．９ ６，５５３ ４．０ １０３．９ ３．３ １０２．２ ２．０ １０６．９０ １３，４８１
７月 ３９，６５８ ６．６ ７，５３８ １１．５ １０４．１ ３．８ １０２．４ ２．３ １０６．８１ １３，３７７
８月 ３９，８７７ ２．５ ７，４１９ ５．１ １０４．６ ３．８ １０２．７ ２．１ １０９．２８ １３，０７３
９月 ３６，６３３ ６．０ ６，７７４ ６．４ １０４．１ ３．２ １０２．７ ２．１ １０６．７５ １１，２６０
１０月 ３６，９２０ ４．７ ６，９３９ ７．９ １０３．５ ２．２ １０２．６ １．７ １００．３３ ８，５７７
１１月 ３５，０４４ ６．０ ６，６４５ ７．２ １０２．２ ０．９ １０１．７ １．０ ９６．８１ ８，５１２
１２月 ３８，０３４ ５．３ ７，０９０ ５．８ １０１．５ △０．６ １０１．３ ０．４ ９１．２８ ８，８６０

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は既存店ベースによ
る。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１６年度 １８９，５１９ △１．９ ５１，５３５ △１．３ ９０，０６６ △２．１ ４７，９１８ △２．３ ４，７４９，３４２ ０．３
１７年度 １８７，１４５ △１．３ ４６，１５３ △１０．４ ９０，６２４ ０．６ ５０，３６８ ５．１ ４，７５５，３６９ ０．１
１８年度 １７６，３００ △５．８ ４３，７８０ △５．１ ７７，３９８ △１４．６ ５５，１２２ ９．４ ４，５５７，３３０ △４．２
１９年度 １６９，１４９ △４．１ ４９，１２７ １２．２ ７０，８７０ △８．４ ４９，１５２ △１０．８ ４，３９０，３４４ △３．７

１９年１０～１２月 ３４，６８２ △２．５ １０，９１６ １８．５ １４，０５８ △５．９ ９，７０８ △１５．０ １，００５，７１７ △１．９
２０年１～３月 ４９，９０５ △１．５ １４，３１８ ７．４ ２０，９１３ △２．８ １４，６７４ △７．４ １，３６２，７３４ △０．７

４～６月 ４１，８３８ △３．９ １１，０９８ △０．１ １８，２８４ △４．１ １２，４５６ △６．７ ９６５，８９５ △０．５
７～９月 ４０，０４８ △２．４ １１，００３ △１３．９ １７，５０３ ４．０ １１，５４２ １．１ １，０３５，８５９ △１．５
１０～１２月 ２９，５０９ △１４．９ ７，６１７ △３０．２ １１，９７３ △１４．８ ９，９１９ ２．２ ８６３，１５５ △１４．２

１９年 １２月 ９，４４８ △８．５ ２，９３９ ２．２ ３，５９１ △１２．２ ２，９１８ △１３．３ ３０５，３４２ △７．７
２０年 １月 ９，７４４ △０．３ ２，６６７ △０．３ ４，０６８ １．４ ３，００９ △２．５ ３２０，０８４ ３．８

２月 １３，７７０ ３．８ ３，７７８ １０．０ ５，７５１ ２．７ ４，２４１ ０．１ ４２８，９８６ １．０
３月 ２６，３９１ △４．５ ７，８７３ ９．０ １１，０９４ △６．７ ７，４２４ △１２．９ ６１３，６６４ △４．０
４月 １４，８８５ ２．９ ３，９３５ ５．８ ６，９６１ １１．３ ３，９８９ △１１．３ ３０５，８４７ ５．４
５月 １２，２７７ △９．０ ３，２４９ △５．０ ４，９７２ △１１．１ ４，０５６ △９．３ ２９６，０８２ △３．６
６月 １４，６７６ △５．８ ３，９１４ △１．５ ６，３５１ △１２．０ ４，４１１ ０．７ ３６３，９６６ △２．５
７月 １５，８９３ ４．６ ４，４１８ １．５ ７，５５３ ９．３ ３，９２２ △０．２ ３８３，２５８ ７．０
８月 ９，６６５ △８．９ ２，４８２ △２５．３ ４，１５３ △２．１ ３，０３０ △０．５ ２５５，２９５ △８．０
９月 １４，４９０ △４．９ ４，１０３ △１９．７ ５，７９７ ２．０ ４，５９０ ３．２ ３９７，３０６ △４．５
１０月 １１，５９１ △８．１ ２，９７３ △２５．４ ４，７５０ △５．２ ３，８６８ ６．６ ３１４，８６０ △６．３
１１月 １０，０５３ △２０．３ ２，４８５ △３７．８ ４，１０８ △２４．７ ３，４６０ ９．４ ２９５，７５１ △１８．９
１２月 ７，８６５ △１６．８ ２，１５９ △２６．５ ３，１１５ △１３．３ ２，５９１ △１１．２ ２５２，５４４ △１７．３

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ２１ ―
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年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１６年度 ４８，１４８ △５．１ １１，９３０ １．７ １，１２２，１３８ △７．０ １３７，３５４ △１１．１ １１８，２９２ ６．５
１７年度 ５３，０４８ １０．２ １２，４９４ ４．７ １，０６８，８５８ △４．７ １２９，６２２ △５．６ １２４，８９７ ５．６
１８年度 ４９，９４６ △５．８ １２，８５２ ２．９ ９６１，１２２ △１０．１ １２２，８３８ △５．２ １２７，４１３ ２．０
１９年度 ４２，３９７ △１５．１ １０，３５６ △１９．４ ８８３，６４４ △８．１ １１７，８１８ △４．１ １２３，６４０ △３．０

１９年１０～１２月 １０，３８６ △２７．４ ２，４８４ △２７．３ １４４，５３５ ２０．３ ２８，８１０ △２．９ ２９，８９３ ０．０
２０年１～３月 ７，０７４ ６．９ ２，５３９ △９．０ １１８，６４３ △１５．９ ２６，２８７ △５．２ ３３，４５９ ０．８

４～６月 １２，０３４ △２４．７ ２，８９７ △１１．０ ３０９，４１３ △６．７ ２８，４４４ △８．４ ３１，３０８ ５．３
７～９月 １２，０２２ ３４．４ ２，９１３ ４０．２ ２８３，６３６ △１．８ ３３，１８０ ４．７ ２８，４５１ △６．９
１０～１２月 ７，８８４ △２４．１ ２，５８６ ４．１ １２４，７２９ △１３．７ ２７，９９０ △２．８ ２２，８０３ △２３．７

１９年 １２月 ３，０５９ △３０．２ ８７２ △１９．２ ３１，４２６ ５０．８ ８，３８４ △１．１ １０，９５１ △３．３
２０年 １月 ２，１０３ １９．２ ８７０ △５．７ １４，９８７ １４．０ ５，９０７ △３．５ ９，４８９ １１．４

２月 １，６５９ △２１．９ ８３０ △５．０ ９，８１４ △７．５ ６，５３５ １３．１ ９，９０３ ２．４
３月 ３，３１２ ２１．３ ８４０ △１５．６ ９３，８４２ △２０．０ １３，８４５ △１２．６ １４，０６７ △６．２
４月 ３，５９１ △３８．５ ９７９ △８．７ １２４，７９２ △１２．１ １１，０２５ △４．７ ９，３５３ ０．５
５月 ４，０２７ ２０．８ ９０８ △６．５ ７４，８０３ △１０．７ ７，６７５ △９．６ ９，９２９ ５．１
６月 ４，４１６ △３５．３ １，００９ △１６．７ １０９，８１８ ３．７ ９，７４３ △１１．３ １２，０２６ ９．７
７月 ３，６８８ △５．０ ９７２ １９．０ １１５，２３０ △６．２ １２，２０２ １３．８ ９，０５８ △４．７
８月 ４，５３３ ９２．６ ９６９ ５３．６ ８９，９６３ △２．３ ９，２５３ △６．０ ７，７５８ △１３．０
９月 ３，８０１ ４０．３ ９７２ ５４．２ ７８，４４３ ６．５ １１，７２４ ５．５ １１，６３５ △４．２
１０月 ３，１３７ △９．５ ９２１ １９．８ ６１，２０１ △１６．２ １１，６９７ △０．４ ７，５２４ △１５．５
１１月 ２，８０１ △２７．４ ８４３ ０．０ ３６，７９４ △８．２ ８，４４３ △２．８ ７，２６１ △２７．７
１２月 １，９４６ △３６．４ ８２２ △５．８ ２６，７３４ △１４．９ ７，８５０ △６．４ ８，０１８ △２６．８

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用 ）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

１６年度 １２，７８１ △２．４ ０．５０ ０．８３ ５．７ ４．６ ５７７ △７．７ １３，１８６ △１４．７
１７年度 １２，７０５ △０．６ ０．５３ ０．９４ ５．３ ４．４ ５５５ △３．８ １３，１７０ △０．１
１８年度 １３，０８２ ３．０ ０．５３ １．０２ ５．４ ４．１ ５４６ △１．６ １３，３３７ １．３
１９年度 １２，８１７ △２．０ ０．５１ ０．９７ ５．２ ３．８ ６１０ １１．７ １４，３６６ ７．７

１９年１０～１２月 ３，０４５ △２．０ ０．５２ １．００ ５．０ ３．７ １３２ ０．０ ３，５７０ ６．１
２０年１～３月 ２，７４１ △１．５ ０．５２ ０．９９ ５．６ ４．０ １６８ ５．７ ３，７１５ ８．０

４～６月 ２，９５８ △１．５ ０．４４ ０．８２ ５．０ ４．０ １８７ ８．７ ３，８２９ ５．９
７～９月 ３，８３６ △４．８ ０．４５ ０．８１ ４．９ ４．０ １９０ ３７．７ ４，０３４ １６．４
１０～１２月 ２，９３１ △３．７ ０．４３ ０．７５ ４．３ ３．９ １８９ ４３．２ ４，０６８ １３．９

１９年 １２月 ９５１ ２．８ ０．４９ １．００ ５．０ ３．５ ３５ △１４．６ １，０９７ △１．０
２０年 １月 ８３８ ０．０ ０．５１ １．００ ↑ ３．９ ５０ ３１．５ １，１７４ ７．６

２月 ９０７ △２．０ ０．５３ １．００ ５．６ ４．１ ５４ １０．２ １，１９４ ８．３
３月 ９９５ △２．４ ０．５２ ０．９６ ↓ ４．１ ６４ △１１．１ １，３４７ ８．０
４月 ８０８ △１．５ ０．４６ ０．８６ ↑ ４．１ ７４ ５７．４ １，２１５ ８．４
５月 １，０２７ ０．２ ０．４３ ０．８１ ５．０ ４．０ ６０ △１８．９ １，２９０ △１．５
６月 １，１２３ △３．０ ０．４４ ０．７９ ↓ ３．９ ５３ ３．９ １，３２４ １１．７
７月 １，１７２ △４．３ ０．４４ ０．８０ ↑ ３．８ ７２ ３８．５ １，３７２ １２．９
８月 １，４３２ △４．８ ０．４５ ０．８１ ４．９ ４．１ ５８ １６．０ １，２５４ ４．２
９月 １，２３２ △５．２ ０．４７ ０．８２ ↓ ４．１ ６０ ６６．７ １，４０８ ３４．４
１０月 １，１４４ △０．２ ０．４５ ０．７９ ↑ ３．８ ５８ ２３．４ １，４２９ １３．４
１１月 ８８５ △６．５ ０．４３ ０．７５ ４．３ ３．９ ５７ １４．０ １，２７７ ５．２
１２月 ９０２ △５．２ ０．４１ ０．７２ ↓ ４．１ ７４ １１１．４ １，３６２ ２４．１

資料 北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

■北海道の年度は暦年
値。

主要経済指標（３）

― ２２ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１５２／本文／０２０～０２３　主要経済指標  2009.02.17 15.19.17  Page 22



年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１６年度 ２４３，９０７ １２．５ ６１７，１９４ １０．１ ７９８，３７８ １９．０ ５０３，８５８ １２．３
１７年度 ２６３，５９８ ９．８ ６８２，９０２ １０．６ ９６５，１４５ ２９．０ ６０５，１１３ ２０．１
１８年度 ３２４，５７８ ２３．１ ７７４，６０６ １３．４ １，２６３，７８１ ３０．９ ６８４，４７３ １３．１
１９年度 ３８１，４７３ １７．５ ８５１，１６０ ９．９ １，３８６，３４２ ９．７ ７４９，０３８ ９．４

１９年１０～１２月 ９９，５３３ １０．８ ２２２，０９０ １０．０ ３８６，９１８ ２０．８ １９５，５８３ １１．４
２０年１～３月 ９９，３６６ ２２．１ ２１０，６６２ ６．０ ３９５，３９３ ３３．０ １９０，８３７ １０．２

４～６月 １０６，８８８ １４．３ ２０８，５４２ １．８ ４７０，７９９ ６６．０ １９９，０２０ １０．９
７～９月 １２１，３７８ ３６．４ ２２０，４６３ ３．２ ５０２，８４７ ５７．０ ２２２，１０６ ２１．２
１０～１２月 ｐ８５，５０７ △１４．１ ｐ１７０，８２４ △２３．１ ｐ３５５，６５８ △８．１ ｐ１７６，９５２ △９．５

１９年 １２月 ３１，６７３ １６．８ ７４，３４０ ６．８ １３１，７２４ １８．９ ６５，６７０ １２．３
２０年 １月 ２７，２０６ １２．８ ６４，０８４ ７．７ １２９，７７５ １４．４ ６４，９８１ ９．２

２月 ３５，５８３ ３０．４ ６９，７５４ ８．７ １３１，１８２ ７０．７ ６０，１２０ １０．２
３月 ３６，５７７ ２２．１ ７６，８２５ ２．３ １３４，４３６ ２５．６ ６５，７３６ １１．２
４月 ３５，４０１ ８．４ ６８，９１４ ３．９ １３３，０９９ ３０．７ ６４，１６２ １２．０
５月 ３４，７２９ １７．３ ６８，０９０ ３．７ １７９，３２１ ５６．３ ６４，５１２ ４．５
６月 ３６，７５８ １７．５ ７１，５３７ △１．８ １５８，３７９ １３６．０ ７０，３４６ １６．５
７月 ４４，０５８ ４４．９ ７６，２８７ ８．０ １５１，８６１ ５６．５ ７５，４６５ １８．３
８月 ４２，９９３ ４２．７ ７０，５３６ ０．３ １７９，８９８ ６６．２ ７３，８５７ １７．４
９月 ３４，３２７ ２０．５ ７３，６４０ １．５ １７１，０８８ ４８．６ ７２，７８４ ２８．９
１０月 ４１，３７８ １８．１ ６９，２３８ △７．８ １５７，６７８ ３６．２ ６９，９０９ ７．４
１１月 ｒ２３，１８８ △２９．４ ｒ５３，２５４ △２６．７ ｒ１０１，６００ △２７．２ ｒ５５，５０３ △１４．４
１２月 ｐ２０，９４１ △３３．９ ｐ４８，３３３ △３５．０ ｐ９６，３８０ △２６．８ ｐ５１，５３９ △２１．５

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貯金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１６年度 １２４，１５０ ２．３ ５，２２６，７５２ １．３ ８６，２２３ △０．６ ３，８９４，３９０ △３．０
１７年度 １２３，１６０ △０．８ ５，３００，８９８ １．４ ８８，８４１ ３．０ ３，９５５，８１６ １．６
１８年度 １２５，４１３ １．８ ５，３５９，４５３ １．１ ８８，２７０ △０．６ ３，９９２，０９４ ０．９
１９年度 １２７，３４２ １．５ ５，５０２，１３７ ２．７ ８８，９６６ ０．８ ４，０４８，８９４ １．４

１９年１０～１２月 １２７，８４５ １．９ ５，４２５，０７６ ３．０ ８８，３８３ △０．３ ４，０４４，０５２ １．０
２０年１～３月 １２７，３４２ １．５ ５，５０２，１３７ ２．７ ８８，９６６ ０．８ ４，０４８，８９４ １．４

４～６月 １２９，４７２ ２．５ ５，５４２，８２５ ２．９ ８７，４０８ ０．８ ４，０４３，５８４ ２．１
７～９月 １２８，０２９ １．７ ５，４９３，９５０ ２．３ ８８，９８９ １．８ ４，０６２，６２５ １．８
１０～１２月 １３０，０４５ １．７ ５，５３６，８７３ ２．１ ８９，８８１ １．７ ４，２１４，６９２ ４．２

１９年 １２月 １２７，８４５ １．９ ５，４２５，０７６ ３．０ ８８，３８３ △０．３ ４，０４４，０５２ １．０
２０年 １月 １２５，５００ １．８ ５，４２０，９４７ ３．０ ８７，３７５ △０．４ ４，００８，５７８ １．０

２月 １２５，６１６ １．７ ５，４３６，３１５ ３．０ ８７，４２４ △０．４ ４，０１４，３９３ １．４
３月 １２７，３４２ １．５ ５，５０２，１３７ ２．７ ８８，９６６ ０．８ ４，０４８，８９４ １．４
４月 １２９，００３ １．６ ５，５０９，７２９ ２．２ ９０，２４４ １．３ ４，０１４，５６２ １．３
５月 １２８，２５５ ２．５ ５，４９９，１５１ １．６ ８９，１６０ １．８ ４，０２５，３３５ ２．１
６月 １２９，４７２ ２．５ ５，５４２，８２５ ２．９ ８７，４０８ ０．８ ４，０４３，５８４ ２．１
７月 １２８，３５８ ２．１ ５，４８７，７４９ ２．０ ８７，７９３ １．１ ４，０３８，６８５ ２．２
８月 １２８，９１９ ２．８ ５，４７０，５１０ ２．２ ８７，９９４ １．４ ４，０４１，７７３ ２．０
９月 １２８，０２９ １．７ ５，４９３，９５０ ２．３ ８８，９８９ １．８ ４，０６２，６２５ １．８
１０月 １２７，５７０ １．９ ５，４４９，９１２ １．８ ８９，７７９ １．９ ４，０９３，１０７ ３．５
１１月 １２８，４８１ ２．１ ５，５１６，３１６ １．６ ９０，３３０ ３．４ ４，１３６，３９６ ４．２
１２月 １３０，０４５ １．７ ５，５３６，８７３ ２．１ ８９，８８１ １．７ ４，２１４，６９２ ４．２

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ２３ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１５２／本文／０２０～０２３　主要経済指標  2009.02.17 15.19.17  Page 23
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